
様式第１－２号（業務方法書）

肥料価格高騰対策事業　参加農業者名簿

当年の肥料費 支援額 当年の肥料費 支援額

集計 －

（注）
１

２

３

４
５

　適宜、行を追加すること。
　表中に十分に記載できない場合には、別紙で提出すること。

No.

支援予定額（円）

氏名
又は

法人・組織名

秋用肥料（令和４年６月～令和４年10月
購入分）

春用肥料（令和４年11月～令和５年５月
購入分）

総合計

　「肥料価格高騰対策事業取組計画書」の添付資料として使用する場合は、当年の肥料費は、秋
用肥料については令和４年６月～10月、春用肥料については令和４年11月～令和５年５月に発注
したことを証明する書類（注文票等）と、参加農業者が肥料費を支払ったことを証明する書類
（領収書等）または支払い義務が生じていることを示す書類（請求書等）を提出すること。
　なお、肥料の種類、数量、購入費が記載されているものに限る。

　「肥料価格高騰対策事業取組実績報告書」の添付資料として使用する場合は、「支援予定額」
を「支援額」とする。

　支援予定額の算出方法は下記のとおりとする。
支援予定額＝｛（当年の肥料費）－（当年の肥料費）÷（高騰率）÷0.9｝×0.7

　ただし、当年における肥料コスト上昇に対して、都道府県及び市町村から支援金（以下「地方
自治体支援金」という。）が交付されている場合にあっては、この交付額から以下の算定式によ
り算出される調整額を控除したものを支援予定額とする。
　なお、調整額が負の数の場合は、調整額は０とする。また支援金が交付されている旨、備考欄
に記載する。
（調整額）＝（地方自治体支援金）－｛（当年の肥料費－前年の肥料費）×0.3｝

参加農業者

※他の取組
実施者にも
参加してい
る場合は〇
をつける



様式第１－２号（業務方法書） 記入例

肥料価格高騰対策事業　参加農業者名簿

当年の肥料費 支援額 当年の肥料費 支援額

1 立川　太郎 299,145 43,209 288,500 29,343 72,552

2 新宿　次郎 148,148 21,399 400,000 40,683 62,082

3 町田　花子 333,333 48,148 48,148

4 稲城　三郎 ○ 227,273 26,898 22,850 2,324 29,222

5 羽村　一郎 222,222 32,098 158,000 16,070 48,168

集計 － 1,230,121 171,752 869,350 88,420 260,172

（注）
１

２

３

４
５

No.

参加農業者 支援予定額（円）

氏名
又は

法人・組織名

※他の取組
実施者にも
参加してい
る場合は〇
をつける

秋用肥料（令和４年６月～令和４年10月
購入分）

春用肥料（令和４年11月～令和５年５月
購入分）

総合計

　「肥料価格高騰対策事業取組計画書」の添付資料として使用する場合は、当年の肥料費は、秋
用肥料については令和４年６月～10月、春用肥料については令和４年11月～令和５年５月に発注
したことを証明する書類（注文票等）と、参加農業者が肥料費を支払ったことを証明する書類
（領収書等）または支払い義務が生じていることを示す書類（請求書等）を提出すること。
　なお、肥料の種類、数量、購入費が記載されているものに限る。

　支援予定額の算出方法は下記のとおりとする。
支援予定額＝｛（当年の肥料費）－（当年の肥料費）÷（高騰率）÷0.9｝×0.7

　ただし、当年における肥料コスト上昇に対して、都道府県及び市町村から支援金（以下「地方
自治体支援金」という。）が交付されている場合にあっては、この交付額から以下の算定式によ
り算出される調整額を控除したものを支援予定額とする。
　なお、調整額が負の数の場合は、調整額は０とする。また支援金が交付されている旨、備考欄
に記載する。
（調整額）＝（地方自治体支援金）－｛（当年の肥料費－前年の肥料費）×0.3｝

　「肥料価格高騰対策事業取組実績報告書」の添付資料として使用する場合は、「支援予定額」
を「支援額」とする。

　適宜、行を追加すること。
　表中に十分に記載できない場合には、別紙で提出すること。

行は適宜追加してください。

様式第1-2号は「支援金算出ツール」での作成が可能です。

支援金算出ツールで算定した金額を転載します。
消費税込みでご記入ください。他の補助金と併用の場合の支援額は
調整後の額となります。秋肥、春肥ともに記載ください。

他の取組実施者（農業者
団体）からも同時に申請の
場合は「○」をつけてください。

支援用定額を支援額に変更


